
事業場内最低賃金要件に係る雇用計画の誓約書
（既存の事業場で補助事業を実施する場合）

令和　年　月　日
事業再構築補助金事務局　御中
申請者　    本社所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者役職　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
法人番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　事業再構築補助金サプライチェーン強靱化枠の応募申請に際し、次の事項について誓約いたします。

１．補助事業を実施する既存の事業場において、交付決定時点の事業場内最低賃金を、当該事業場が立地する都道府県の地域別最低賃金より30円以上高くすること。

２．交付申請時に申請月の直近１ヶ月分の「賃金台帳」（又はそれに相当するもの）を提出し、上記の事業場内最低賃金要件を満たさない場合には補助金の交付決定を受けることができないこと。



事業場内最低賃金要件に係る雇用計画の誓約書
（新たな事業場で補助事業を実施する場合）

令和　年　月　日
事業再構築補助金事務局　御中
申請者　    本社所在地　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者役職　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
法人番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　事業再構築補助金サプライチェーン強靱化枠の応募申請に際し、次の事項について誓約いたします。補助事業完了予定時期・雇用人数を記載してください。


１.補助事業により整備し、補助事業完了予定時（　年　月）に○○人程度の雇用を予定している新たな事業場において、補助事業完了時の事業場内最低賃金を、当該事業場が立地する都道府県の地域別最低賃金より30円以上高くすること。（※）

２.補助事業を完了し実績報告書を提出する時に、直近１ヶ月分の「賃金台帳」（又はそれに相当するもの）を提出し、上記の事業場内最低賃金要件を満たさない場合には補助金の交付を受けることができないこと。


　（※１）補助事業完了予定時期は、現時点の予定であり、変更の可能性があります。
（※２）雇用人数は、応募時点における計画値です。


＜赤文字は記載上の注意点となりますので、提出時に削除してください。＞
雇用人数は、新たな事業場において実際に雇用を計画していることを確認するために記載いただくものです。

